
 

 

 

 

                                     令和４年(2022)年７月４日 

 

 

 

 

令和４年度第１回独立行政法人都市再生機構 

事業評価監視委員会の開催等について 

 

独立行政法人都市再生機構では、令和４年６月 17 日に令和４年度第１回事業評価監視委員

会を開催しましたので、その開催概要等についてお知らせします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

お問合せは下記へお願いします。 

【事業評価について】 

本社 経営企画部 投資管理課 

    （電話）０４５－６５０－０３８１ 

【事業実施基準適合検証について】 

本社 都市再生部 事業企画室 

    事業企画課 

（電話）０４５－６５０－０３８２ 

 本社 広報室 報道担当 

    （電話）０４５－６５０－０８８７ 
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開催概要等 

 

１ 令和４年度第１回事業評価監視委員会の開催概要 

(1) 開催日等 

  ① 日  時：令和４年６月 17 日（金） 14:00～15:45 

  ② 開催場所：独立行政法人都市再生機構 会議室 

（八重洲ファーストフィナンシャルビル 18 階） 

(2) 事業評価監視委員会委員 

・岩沙 弘道  （三井不動産株式会社代表取締役会長） 

・岡 絵理子  （関西大学環境都市工学部教授） 

・楓  千里  （國學院大學観光まちづくり学部教授） 

・河島  均  （元東京都技監） 

・岸井 隆幸  （政策研究大学院大学客員教授） 

・清野 由美  （ジャーナリスト） 

・澤野 正明  （弁護士） 

・谷口  守  （筑波大学システム情報系社会工学域教授） 

・深尾 精一  （首都大学東京名誉教授） 

（五十音順・敬称略。所属・役職は開催当時のもの。） 

    

(3) 議事 

 ① 審議内容（都市再生事業実施基準の適合検証）の説明 

都市再生事業実施基準の適合検証対象事業１件に関して、事業の実施概要及び適合検

証結果について、都市再生機構から説明した。 

  ② 審議（都市再生事業実施基準の適合検証） 

   検証結果に係る評価があった。 

③ 審議内容（事業評価）の説明 

令和４年度事後評価実施対象事業について、都市機構から説明した。下記のとおり、 

事後評価実施対象事業１件について、事業目的、事業の実施環境の概要、対応方針案

（今後の事後評価の必要性及び改善措置の必要性の有無並びにその根拠）、同種事業

の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必要性等（当該事業からの知見等）

について、都市再生機構から説明した。 

  ④ 審議（事業評価（事後評価）） 

事後評価実施対象事業から以下の事業を抽出した上で、第１回委員会において評価を

実施することとした。 

地 区 名 事業手法等 所 在 地 

晴海三丁目西地区 市街地再開発事業 東京都中央区 

【別紙１】のとおり意見があった。 

 

２ 都市再生事業の実施基準適合検証結果及び事業評価監視委員会の評価について 

(1) 今回の委員会において、１地区の都市再生事業実施基準適合検証結果について評価

を行った。検証結果及び委員会の評価は、当該地区の事業着手後に公開する。 
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(2) 今回の委員会において、１地区の事業評価（事後評価）を行った。対応方針は【別

紙２】のとおり（令和４年６月 23日 都市再生機構にて決定）。 

(3) これまでの委員会において審議した都市再生事業のうち、事業に着手したことによ

り新たに公開する都市再生事業の実施基準適合検証結果及び委員会の評価は以下の

とおり。 

 

地区名 所在地 審議年月及び検証結果等 ページ 

広町二丁目地区 
東京都 

品川区 

審議年月：令和３年３月 

【別紙３】のとおり 
P６～P19 

三宮クロススクエア東地区 
兵庫県 

神戸市 

審議年月：令和４年３月 

【別紙３】のとおり 
P20～P32 

 

３ 事業評価監視委員会提出資料等の公開 

令和４年７月末までに都市再生機構本社、東北震災復興支援本部、東日本賃貸住宅本

部、中部支社、西日本支社及び九州支社にて閲覧に付す。 

 

 

 

 UR 都市機構の歩みは戦後の住宅不足解消に端を発しています。1955 年から様々なステーク

ホルダーとともに、時代時代の多様性に即し、安全・安心・快適なまちづくり・くらしづく

りを通して、「人が輝く“まち”」の実現に貢献してまいりました。そしてこれからも、変化

する社会課題に挑戦し続けることで皆さまにお応えし、「人が輝く”まち”」づくりに不可欠

な存在でありたいと考えております。これまで培ってきた持続可能なまちづくりのノウハウ

をいかし、都市再生事業・賃貸住宅事業・災害復興支援・海外展開支援に全力で取り組んで

まいります。 

https://www.ur-net.go.jp/ 
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【別紙１】 

 

事後評価実施対象事業の対応方針案と委員会の意見 

 

地区名 所在地 対応方針案等 

左 記 に 対 す る 

事 業 評 価 監 視

委 員 会 の 意 見 

晴海三丁目西地区 

〔市街地再開発事業〕 

東京都 

中央区 

今後の事後 

評価の必要性 

有・無（いずれかに○） 

 

・大規模未利用地を有効活用し、老朽集

合住宅を建替え、居住・業務・生活支援

施設等の諸機能を配置した職住近接の

都市型住宅を整備することで、まちの魅

力や付加価値向上に寄与し、既存住宅

居住者の高い継続居住率を実現した。 

 

上記より、当事業の目的を達成し、事

業の効果を発現していることが今回の事

後評価により確認できるため、今後の事

後評価は必要としない。 

・対応方針案の 

通り 

・事後評価にあ 

たっては、必要

に応じて、定量

化が困難な項

目を含めて政

策効果分析を

行うこと 

 

改 善 措 置 の 

必要性 

有・無（いずれかに○） 

 

上記と同様に、事業目的を達成できて

いると認められるため、改善措置は必要と

しない。 

 

同 種 事 業 の

計画・調査の

あ り 方 や 事

業 評 価 手 法

の 見 直 し の

必要性等 

（当該事業か

らの知見等） 

・段階整備によって、先工区への権

利者の直接移転により居住・営業

継続に配慮しつつ、後工区に自由

度の高い敷地を創出することは、

再開発の事業性向上に寄与する

方策として有効 

・多数の居住者がいる場合、賃貸居

住者を含め移転に係る選択肢を

複数用意することが、円滑な合意

形成を図る方策として有効 

・近隣での事業の実績や、地元でのま

ちづくり活動の継続は、行政や地元

権利者の信頼醸成に寄与 
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【別紙２】 

 

事後評価実施対象事業の対応方針 

 

 

地区名 事業手法等 対応方針 

晴海三丁目西地区 市街地再開発事業 
今後の事後評価の必要性 無 

改善措置の必要性 無 
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【別紙３】 

 

都市再生事業実施基準適合検証調書 

地 区 名 広町二丁目地区 

 目 的 地方公共団体のまちづくりの支援・補完 

 所 在 東京都品川区広町二丁目 

 地 区 面 積 約６．２ha 

 検 証 年 度 令和２年度 

地

区

概

要 

位 置 

・ 交 通 条 件 
ＪＲ京浜東北線、りんかい線、東急大井町線「大井町駅」周辺  

従 前 の 状 況  

【 用 途 地 域 等 】 

【 権 利 者 数 】 

【既存家屋数等】 

【土地利用状況】 

 

商業（500％）、一住（200％）、準工（200％） 

５名 

12 棟 

品川区総合庁舎と民間敷地等に暫定商業施設等が

立地。 

事 業 の 

経 緯 

平成 23 年度 品川区が「大井町―大崎都市軸整備計画」及び「大

井町駅周辺地区まちづくり構想」を策定 

平成 27 年６月 品川区とＵＲが「大井町駅周辺地域におけるまちづく

りに関する基本協定書」を締結 

平成 29 年６月 品川区・ＪＲ東日本・ＵＲが「広町地区におけるまちづく

りの推進に関する基本協定書」を締結 

令和元年度 品川区が庁舎建て替えに係る検討の方向性を議会

報告 

令和２年 11 月 品川区が「大井町駅周辺地域まちづくり方針」を策定 

そ の 他  

計  画  諸  元 

【事業手法】 

  土地区画整理事業 

 

【計画概要】 

区の中心核として、駅周辺の交通結節拠点や地域の防災拠点の形

成に向け、公共施設の整備に合わせた街区の再編を行い、区庁舎

再編と連携した賑わい機能、文化芸術機能や、業務・商業等の複合

機能の集積を図る。 

○土地利用計画 

 整理前 整理後 

面積 割合 面積 割合 

公共用地 0.1ha 2％ 1.0ha 16％ 

宅地 6.1ha 98％ 5.2ha 84％ 

合 計 6.2ha 100％ 6.2ha 100％ 
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地 区 名 広町二丁目地区 

都
市
再
生
事
業
実
施
基
準
へ
の
適
合
状
況 

地
方
公
共
団
体

 

地 

公 

体 

か 

ら 

の 

要 

請 

文 

書 

の 

内 

容 

ま ち づ く り

観 点 か ら

機 構 実 施

が必要 

 当地区は、「大井町駅周辺地域まちづくり方針」（令和２年 11 月）に

ある広町二丁目地区を牽引役とした段階的なまちづくりにより、区

の中心核としてふさわしい駅周辺の拠点性や地域の防災性の充実

等を図るとともに、個性ある賑わい文化の連鎖と周辺地域への波

及効果を生み出すことを目指している。 

 区本庁舎敷地を含む区有地と隣接する大規模な民有地があり、区

庁舎建替えと連携して土地区画整理事業により土地再編を行うた

め、民間事業者と相互協力のもとに事業を進めていくにあたって

は、豊富な実績・知見や、中立性及び公平性を有する立場での利

害調整が必要。 

との記載があり、妥当と判断 

適 

合 

地公体自ら

実 施 が 困

難・不適切 

 大規模土地所有者である民間事業者と、区庁舎建替えと連携した

土地再編や事業間調整などの相互協力が前提であり、自らも権利

者であることから、区自らが土地区画整理事業を実施することは不

適切。 

 区では土地区画整理事業の実績がなく、ノウハウを持ち円滑に事

業を実施していく組織体制も整っていないことから、区のみでまちづ

くりを推進していくことは困難。 

との記載があり、妥当と判断 

適 

合 

事 業 地 区

の 位 置 づ

け 又 は 議

会承認 

・品川区まちづくりマスタープラン （平成 25 年２月） 

・大井町駅周辺地区まちづくり方針 （令和 2 年 11 月） 

・広町二丁目地区計画 （令和３年策定予定） 

との記載があり、妥当と判断 

適 

合 

地公体との 

役割分担 

東京都及び品川区は 

・区庁舎再編に係る計画立案、区民との合意形成（区） 

・緊急輸送道路である補助 163 号線北側の拡幅整備（区） 

・幹線下水道の整備（都） 

を実施することから、妥当と判断 

適 

合 

政策実現効果 

＜都市の拠点の形成＞ 

・大規模土地利用転換による新たな都市機能の集積に加え、区庁舎

再編と連携し区の中心核としてふさわしい複合拠点を形成。 

・民間建設投資誘発額 約 847 億円 

＜都市基盤の整備＞ 

・駅改良や重層的な歩行者ネットワークの整備により、交通結節拠点

を形成。 

＜防災機能の向上＞ 

・憩いと賑わいの広場空間整備により、災害時には地域の防災拠点

となる空間を形成。 

適 

合 

民間事業者が 

地公体を代替す

ることが困難な理

由 

＜イ：事業の長期化等のリスクが内在する事業＞ 

・駅インフラ改良や区総合庁舎の直接移転と合わせた基盤整備等、

本事業は長期に亘るため、民間事業者が施行者として事業を行うこ

とは困難。 

＜ロ：関係者間の利害調整のために中立性及び公平性が必要な事

業＞ 

・区、国、都、複数の鉄道事業者、地元といった属性の異なる利害関

係者間と公平中立な立場で協議調整を行いながら計画的かつ確実

に事業を実施する施行主体が必要。 

適 

合 
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民間事業者の 

参画機会 

機構は 

・区の換地及び保留地において、文化・交流拠点形成に資する施設

等立地誘導等について民間事業者の参画機会を創出。 

を実施することから、妥当と判断 

適 

合 

事業の採算性 
・事業実施に伴う想定キャッシュフローの正味現在価値及び事業収

支はともに適正に確保されている。 

適 

合 

確認結果 適合 

上記検証結果に対する事業評

価監視委員会の評価 

都市再生事業実施基準に従い、適切に検証が行われている。 

事業参画に当たっては、都市計画での位置付け等、計画の客観的

妥当性を確認する役割も果たすこと。 
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広町二丁目地区  （土地区画整理事業） 

位 置 図  

区 域 図  

 
 

大井町駅 

広町二丁目地区（約 6.2ha） 

広町二丁目 

出典：国土地理院基盤地図情報 
         測量法に基づく国土地理院長 

    承認（使用）R3JHS 252 

品川区役所 

広町二丁目地区 

東京駅 新宿駅 

品川駅 

羽田空港 

© GeoTechnologies, Inc. 「PL21001」  
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る
基
本
協
定
書
」
を
締
結

【
品
川
区
・
Ｕ
Ｒ
】

平
成
2
8
(2
0
1
6
)年

•
Ｊ
Ｒ
東
日
本
か
ら
Ｕ
Ｒ
に
、
品
川
区
・
Ｊ
Ｒ
東
日
本
の
共
同
検
討
へ
の
参
画
要
望

平
成
2
9
(2
0
1
7
)年
６
月

•
「
広
町
地
区
に
お
け
る
ま
ち
づ
く
り
の
推
進
に
関
す
る
基
本
協
定
書
」
を
締
結

【
品
川
区
・
Ｊ
Ｒ
東
日
本
・
Ｕ
Ｒ
】

令
和
元
(2
0
1
9
)年

•
品
川
区
が
庁
舎
建
替
え
に
係
る
検
討
の
方
向
性
を
議
会
報
告

令
和
２
(2
0
2
0
)年
1
1
月

•
品
川
区
・
Ｊ
Ｒ
東
日
本
・
Ｕ
Ｒ
で
土
地
区
画
整
理
事
業
の
検
討
開
始

•
品
川
区
が
「
大
井
町
駅
周
辺
地
域
ま
ち
づ
く
り
方
針
」
を
策
定

令
和
３
(2
0
2
1
)年
２
月

•
品
川
区
か
ら
Ｕ
Ｒ
へ
土
地
区
画
整
理
事
業
の
施
行
を
要
請

３
．
主
な
経
緯

3
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【
行
政
機
能
・
交
流
集
積
ゾ
ー
ン
】

生
活
サ
ー
ビ
ス
・
公
共
公
益
・
文
化
芸
術

機
能
等
を
集
積
さ
せ
、
区
の
中
心
核
と
し

て
の
シ
ビ
ッ
ク
コ
ア
を
形
成

【
新
た
な
都
市
機
能
集
積
ゾ
ー
ン
】

駅
至
近
の
交
通
利
便
性
を
活
か
し
、
多
様

な
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
た
多
機
能
複
合
拠
点

を
形
成

【
活
力
創
造
ゾ
ー
ン
】

商
業
、
宿
泊
、
飲
食
等
の
多
様
な
機
能
を

取
り
入
れ
、
駅
周
辺
と
一
体
的
な
賑
わ
い

を
呼
び
込
み
、
活
力
創
造
を
図
る

地
域
の
核
とな
る
憩
い
と防

災
の
広
場

駅
とま
ち
を
一
体
的
に
つ
な
ぐ交

通
結
節
点

多
様
な
賑
わ
い
を
つ
な
ぐ歩

行
者
ネ
ット
ワ
ー
ク

※
ま
ち
づ
くり
方
針
か
ら一
部
加
工

「
広
町
二
丁
目
地
区
」を
牽
引
役
と
し
て
、
大
井
町
駅
周
辺
に
お
け
る
段
階
的
な
ま
ち
づ
く
り
を
実
現

「
つ
な
ぐ
」
を
コ
ン
セ
プ
ト
に
、
ま
ち
・人
・活
動
・賑
わ
い
を
つ
な
い
で
い
く
ま
ち
づ
く
り
を
推
進

交
通
結
節
拠
点
と
広
場
を
核
に
３
つ
の
ゾ
ー
ン
を
設
定
し
、
地
域
の
防
災
拠
点
や
個
性
あ
る
賑
わ
い
文
化
の
連
鎖
を
生
み
出
す

品
川
区
が
目
指
す
ま
ち
づ
く
り
の
実
現
に
向
け
、
U
R
が
策
定
支
援
（平
成
2
7
（
2
0
1
5
）
年
検
討
開
始
、
令
和
2
（
2
0
2
0
）
年
1
1
月
策
定
・公
表
)

豊
か
な
み
どり
の
ネ
ット
ワ
ー
ク

広
町
二
丁
目

地
区

４
．
「
大
井
町
駅
周
辺
地
域
ま
ち
づ
く
り
方
針
」
の
概
要

ま
ち
づ
くり
方
針
の
対
象
区
域

4
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多
様
な
機
能
の
複
合
拠
点
と
シ
ビ
ッ
ク
コ
ア
を
形
成

拠
点
と
周
辺
を
つ
な
ぐ
開
か
れ
た
空
間
を
創
出

し
な
が
わ
中
央
公
園
や
高
架
下
店
舗
と
連
携

地
域
の
賑
わ
い
醸
成
を
目
指
す
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
体
制

【
土
地
利
用
】

【
都
市
基
盤
】

【
都
市
環
境
】

品
川
区
の
中
心
核
と
し
て
ふ
さ
わ
し
い
複
合
拠
点
を
形
成

駅
と
ま
ち
が
一
体
と
な
る
ま
ち
づ
く
り
を
推
進

周
辺
と
連
携
し
た
み
ど
り
空
間
を
形
成

周
辺
との
調
和
を
図
りな
が
ら、
土
地
の
高
度
利
用
を
図
る

５
．
「
広
町
二
丁
目
地
区
」
の
ま
ち
づ
く
り
方
針

土
地
区
画
整
理
事
業
に
よ
り
、

基
盤
整
備
と
高
度
利
用
を
実
現

交
通
の
利
便
性
を
図
る
区
画
道
路
等
を
整
備

駅
と
ま
ち
を
つ
な
ぐ
交
通
結
節
拠
点
を
形
成

周
辺
と
の
回
遊
性
を
備
え
た
歩
行
者
環
境
を
形
成

5
※
ま
ち
づ
くり
方
針
か
ら一
部
加
工
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６
．
土
地
区
画
整
理
事
業
の
概
要

【
事
業
手
法
】

土
地
区
画
整
理
事
業

（
Ｕ
Ｒ
個
人
施
行
：
法
第
３
条
１
項
）

【
施
行
区
域
】

約
6
.2
h
a

【
施
行
期
間
】

令
和
３
(2
0
2
1)
年
度
～

令
和
1
5
(2
0
33
)年
度

【
事
業
費
】
約
1
2
0
億
円

【
減
歩
率
】
3
1
.7
％

【
保
留
地
地
積
】
1
.0
h
a

6

区
分

整
理
前

整
理
後

面
積

割
合

面
積

割
合

公
共
用
地

０
．
１
h
a

１
．
６
%

１
．
０
h
a

１
６
．
１
%

宅
地

６
．
１
h
a

９
８
．
４
%

４
．
２
h
a

６
７
．
８
%

保
留
地

-
-

１
．
０
h
a

１
６
．
１
%

合
計

６
．
２
h
a

１
０
０
%

６
．
２
h
a

１
０
０
%

【
整
理
前
後
面
積
】

①
補
助
16
3号

線
（
拡
幅
）

W
＝
16
ｍ
、L
＝
約
11
0ｍ

②
区
画
道
路

W
=
16
ｍ
、L
=
約
42
0ｍ

③
交
通
広
場

Ａ
＝
約
0.
3h
a

④
歩
行
者
専
用
通
路
（
高
架
下
通
路
）

【
主
な
整
備
内
容
】

（
赤
字

：
区

画
整

理
整

備
青

字
：

街
区

開
発

整
備

）

【
土
地
利
用
（
従
前
）
】

【
土
地
利
用
（
従
後
）
】

B-
3

B-
2

B-
1

A-
2

A-
1

補
16
3

東
西
道
路 南
北
道
路

交
通
広
場

品
川
区
等

民
間
地
権
者

新
設
道
路

交
通
広
場

品
川
区
等

民
間
地
権
者

既
存
道
路
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年
度

R2
(2

02
0)

R3
(2

02
1)

R4
(2

02
2)

R5
(2

02
3)

R6
(2

02
4)

R7
(2

02
5)

R8
(2

02
6)

R9
(2

02
7)

R1
0

(2
02

8)
R1

1
(2

02
9)

R1
2

(2
03

0)
R1

3
(2

03
1)

R1
4

(2
03

2)
R1

5
(2

03
3)

上
位

計
画

合 意 形 成 ・ 手 続 き 、 基 盤 整 備

関 係 者 約 定 再 開 発 等 促 進 区 区 画 整 理 等

建 築 物 等 整 備

区 街 区 民 間
街 区

建
築
工
事

基
本
・
実
施
設
計
・
手
続
き

関
係
機
関
協
議

（
都
・
区
・
警
視
庁
）

機
能
検
討
委
員
会

（
区
民
・
学
識
含
）

事
業
計
画
検
討
・
関
係
機
関
協
議

基
盤
基
本
計
画

・
管
理
者
協
議

基 本 協 定

基
盤
基
本
設
計

・
関
係
機
関
等
協
議

基
盤
整
備
工
事
①

（
道
路
・
交
通
広
場
等
）

議 会 ・ 実 施 協 定

ま
ち
づ
く
り
方
針

策
定
（
1
1
月
）

▼

開 業

都 市 計 画 決 定

企 画 提 案

事 業 認 可

換 地 処 分

関
係
者
協
議

都 市 計 画 決 定

区 画 整 理 登 記

仮 換 地 指 定

基
盤
整
備
工
事
②

（
東
西
道
路
橋
梁
部
・
幹
線
下
水

・
補
1
6
3
改
良
等
）

認 可 申 請

行
政
施
設
（
区
庁
舎
）

７
．
事
業
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

7

基
本
構
想
・
設
計

新
庁
舎
建
設

現
庁
舎

解
体
工
事

移
転
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地 方 公 共 団 体 の ま ち づ く り 支 援 ・ 補 完

地 公 体 か ら の 要 請 文 書 の 内 容

まち
づ

くり
等

の
観

点
か

らＵ
Ｒ

実
施

が
必

要

○
当

地
区

は
、「

大
井

町
駅

周
辺

地
域

まち
づ

くり
方

針
」（

令
和

２
(2

02
0)

年
11

月
）

に
あ

る
広

町
二

丁
目

地
区

を牽
引

役
とし

た
段

階
的

な
まち

づ
くり

に
より

、区
の

中
心

核
とし

て
ふ

さわ
しい

駅
周

辺
の

拠
点

性
や

地
域

の
防

災
性

の
充

実
等

を図
る

とと
も

に
、個

性
あ

る
賑

わ
い

文
化

の
連

鎖
と周

辺
地

域
へ

の
波

及
効

果
を生

み
出

す
こと

を目
指

して
い

る
。

○
区

本
庁

舎
敷

地
を含

む
区

有
地

と隣
接

す
る

大
規

模
な

民
有

地
が

あ
り、

区
庁

舎
建

替
え

と連
携

して
土

地
区

画
整

理
事

業
に

より
土

地
再

編
を行

うた
め

、民
間

事
業

者
と相

互
協

力
の

も
とに

事
業

を進
め

て
い

くに
あ

た
って

は
、豊

富
な

実
績

・知
見

や
、中

立
性

及
び

公
平

性
を有

す
る

立
場

で
の

利
害

調
整

が
必

要
。

適 合

地
公

体
自

ら実
施

が
困

難
・不

適
切

○
大

規
模

土
地

所
有

者
で

あ
る

民
間

事
業

者
と、

区
庁

舎
建

替
え

と連
携

した
土

地
再

編
や

事
業

間
調

整
な

どの
相

互
協

力
が

前
提

で
あ

り、
自

らも
権

利
者

で
あ

る
こと

か
ら、

区
自

らが
土

地
区

画
整

理
事

業
を実

施
す

る
こと

は
不

適
切

。

○
区

で
は

土
地

区
画

整
理

事
業

の
実

績
が

な
く、

ノウ
ハ

ウを
持

ち
円

滑
に

事
業

を実
施

して
い

く組
織

体
制

も
整

っ
て

い
な

い
こと

か
ら、

区
の

み
で

まち
づ

くり
を推

進
して

い
くこ

とは
困

難
。

適 合

事
業

地
区

の
位

置
づ

け
又

は
議

会
承

認

○
品

川
区

まち
づ

くり
マス

ター
プラ

ン
（

平
成

25
(2

01
3)

年
２

月
）

○
大

井
町

駅
周

辺
地

区
まち

づ
くり

方
針

（
令

和
２

(2
02

0)
年

11
月

）

○
広

町
二

丁
目

地
区

計
画

（
令

和
３

(2
02

1)
年

策
定

予
定

）

適 合

地
公

体
との

役
割

分
担

○
区

庁
舎

再
編

に
係

る
計

画
立

案
、区

民
との

合
意

形
成

（
区

）

○
緊

急
輸

送
道

路
で

あ
る

補
助

16
3号

線
北

側
の

拡
幅

整
備

（
区

）

○
幹

線
下

水
道

の
整

備
（

都
）

適 合

８
．
事
業
実
施
基
準
へ
の
適
合
検
証
結
果
（
地
方
公
共
団
体
支
援
）

8
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地 方 公 共 団 体 の ま ち づ く り 支 援 ・ 補 完

政
策

実
現

効
果

＜
都

市
の

拠
点

の
形

成
＞

○
大

規
模

土
地

利
用

転
換

に
よる

新
た

な
都

市
機

能
の

集
積

に
加

え
、区

庁
舎

再
編

と連
携

し区
の

中
心

核
とし

て
ふ

さ
わ

しい
複

合
拠

点
を形

成

○
民

間
建

設
投

資
誘

発
額

約
84

7億
円

＜
都

市
基

盤
の

整
備

＞

○
駅

改
良

や
重

層
的

な
歩

行
者

ネ
ット

ワー
クの

整
備

に
より

、交
通

結
節

拠
点

を形
成

＜
防

災
機

能
の

向
上

＞

○
憩

い
と賑

わ
い

の
広

場
空

間
整

備
に

より
、災

害
時

に
は

地
域

の
防

災
拠

点
とな

る
空

間
を形

成

適 合

民
間

事
業

者
が

地
公

体
を代

替
す

る
こと

が
困

難
な

理
由

〔イ
：

事
業

の
長

期
化

等
の

リス
クが

内
在

す
る

事
業

〕

○
駅

イン
フラ

改
良

や
区

総
合

庁
舎

の
直

接
移

転
と合

わ
せ

た
基

盤
整

備
等

、本
事

業
は

長
期

に
亘

る
た

め
、民

間
事

業
者

が
施

行
者

とし
て

事
業

を行
うこ

とは
困

難
。

〔ロ
：

関
係

者
間

の
利

害
調

整
の

た
め

に
中

立
性

及
び

公
平

性
が

必
要

な
事

業
〕

○
区

、国
、都

、複
数

の
鉄

道
事

業
者

、地
元

とい
った

属
性

の
異

な
る

利
害

関
係

者
間

と公
平

中
立

な
立

場
で

協
議

調
整

を行
い

な
が

ら計
画

的
か

つ
確

実
に

事
業

を実
施

す
る

施
行

主
体

が
必

要
。

適 合

民
間

事
業

者
の

参
画

機
会

○
区

の
換

地
及

び
保

留
地

に
お

い
て

、文
化

・交
流

拠
点

形
成

に
資

す
る

施
設

等
立

地
誘

導
等

に
つ

い
て

民
間

事
業

者
の

参
画

機
会

を創
出

。
適 合

事
業

の
採

算
性

○
事

業
実

施
に

伴
う想

定
キ

ャッ
シ

ュフ
ロー

の
正

味
現

在
価

値
及

び
事

業
収

支
は

とも
に

適
正

に
確

保
され

て
い

る
。

９
．
事
業
実
施
基
準
へ
の
適
合
検
証
結
果
（
地
方
公
共
団
体
支
援
）

9

確
認
結
果

適
合
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都市再生事業実施基準適合検証調書 

地 区 名 三宮クロススクエア東地区 

 目 的 民間都市再生事業の支援 

 所 在 兵庫県神戸市中央区雲井通八丁目 

 地 区 面 積 約１．４ha 

 検 証 年 度 令和３年度 

地

区

概

要 

位置・交通条件 JR 神戸線「三ノ宮」駅徒歩１分ほか 

従 前 の 状 況  

【 用 途 地 域 等 】 

 

【土地利用状況】 

商業（80％/800％）、防火、駐車場整備地区、地区計画（三宮駅南地

区）、特別用途地区「都心機能高度集積地区」  

旧三宮ターミナルビル跡地、駅前広場 

事 業 の 

経 緯  

平成 27 年 9 月 

平成 28 年 11 月 

 

平成 30 年 9 月 

令 和 ２年 10 月 

 

令和 3 年 9 月 

神戸市「三宮周辺地区の『再整備基本構想』」策定 

特定都市再生緊急整備地域「神戸三宮駅周辺・臨海地域」指

定 

神戸市「神戸三宮「えき≈まち空間」基本計画」策定 

ＪＲ西日本が新型コロナ禍による業績悪化を受けて新駅ビル整

備の計画見直しを発表 

神戸市及び JR 西日本より機構にコーディネート要請 

そ の 他 － 

計  画  諸  元 

【事業手法】 

土地有効利用事業 

 

【計画概要】 

 本事業において、旧三宮ターミナルビル跡地の一部を取得し、新駅ビル建

設にかかる共同事業を実施することで、交通結節機能の強化、国際競争力

強化のための拠点を整備し、神戸市の構想する「えき≈まち空間」の早期かつ

確実な実現を目指す。 
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地 区 名 三宮クロススクエア東地区 

都

市

再

生

事

業

実

施

基

準

へ

の

適

合

状

況 

民

間

都

市

再

生

事

業

の

支

援 

国の関与する計画 ・特定都市再生緊急整備地域「神戸三宮駅周辺・臨海地域」（H28.11指定） 
適

合 

地方公共団体の意

向 

神戸市からの文書に 

・平成 27 年 9 月に策定した「三宮周辺地区の『再整備基本構想』」や、平成

30 年９月に策定した「神戸三宮「えき≈まち空間」基本計画」に基づいて、神

戸の玄関口である三宮周辺地区について、居心地がよく歩きやすいまちと

なることを目指して様々な再整備を進めております 

・地区の抱える喫緊の課題である乗換動線・公共動線の改善や、駅とまちの

つながりの強化などを図る必要があり、・・・JR 三ノ宮新駅ビル事業の実施

は、これらの課題解決のために必要不可欠な取り組み 

・三宮周辺地区のまちづくりの実現に向け、これまでコーディネートを実施頂

いているところですが、上に掲げる取り組みを着実かつ効果的に推進してい

くためには、貴機構による JR 三ノ宮新駅ビル事業への参画と、三宮周辺

地区の再整備へのより一層のご協力が必要 

との記載があり、妥当と判断 

適

合 

地権者等の意向 

地権者からの文書に 

・本事業は、神戸市が目指す「えき≈まち空間」の要となるプロジェクトと位置

付けられており、同市が計画する「三宮クロススクエア」の歩行者空間と一

体となった整備が求められておりますが、公共施設と民有地を合わせて活

用する官民一体空間の整備は、弊社内に先行する事例も乏しく、弊社単独

での実現が困難な状況 

・貴機構に、本事業に共同事業者としてご参画いただくこと、共同事業者とし

てご参画いただくにあたり、弊社所有地の一部取得および新駅ビルの床を

一時保有いただくことについて要請 

との記載があり、妥当と判断 

適

合 

政策実現効果 

神戸市の玄関口である三宮再整備の中核をなし、市が目指す「えき≈まち空

間」の実現に寄与する先導的事業を実現 

○ 国際競争力強化のための拠点整備 

○ 交通結節点等の整備 

○ 民間建設投資の誘発 

適

合 

民間事業者支援の

内容 

業務方法書第２条の５第１項第５号イ（事業の長期化のおそれがある等の事

業に内在するリスクが軽減されること） 

〇歩行者空間整備や周辺デッキ整備にあたっての工事等調整（他の周辺整

備事業との調整が必要であること等により、事業期間が長期化するおそれ

がある） 

適

合 

機構に代わる民間

事業者公募の実施 

・地権者からの要請文書に、「取得いただく弊社所有地について、貴機構に

代わる共同事業者を公募しないこと」とあることから、公募を実施しない。 

適

合 

事業の採算性 
・事業実施に伴う想定キャッシュフローの正味現在価値及び事業収支は適正

に確保されている。 

適

合 

確認結果 適 合 

上記検証結果に対する事業

評価監視委員会の評価 

都市再生事業実施基準に従い、適切に検証が行われている。 

クロススクエア全体に対して、ウォーカブルに資する公共空間の実現に向けた

検討・調整を行うこと。 
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三宮クロススクエア東地区（土地有効利用事業） 

位 置 図 

 

区 域 図 

 

 

©GeoTechnologies Inc. 「PL21001」 

  都市再生緊急整備地域 

  特定都市再生緊急整備地域 

- 22 -



三
宮
ク
ロ
ス
ス
ク
エ
ア
東
地
区

（
土
地
有
効
利
用
事
業
）

令
和
３
(
2
0
2
1
)
年
度

第
４
回
事
業
評
価
監
視
委
員
会

都
市
再
生
事
業
実
施
基
準

検
証
結
果

令
和
４
(
2
0
2
2
)
年
３
月
４
日

独
立
行
政
法
人
都
市
再
生
機
構
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１
．
位
置
図

KO
BE
パ
ー
ク
レ
ッ
ト

葺
合
南
54
号
線

都
市
再
生
緊
急
整
備
地
域

特
定
都
市
再
生
緊
急
整
備
地
域

1

歩
道
の
拡
幅

三
宮
ク
ロ
ス
ス
ク
エ
ア

三
宮
交
差
点
を
中
心
に
、
フ
ラ
ワ
ー
ロ
ー
ド

（
税
関
線
）
と
中
央
幹
線
の
一
部
に
創
出
す
る

人
と
公
共
交
通
優
先
の
空
間

10
0m

©
Ge

oT
ec

hn
ol

og
ie

s
In

c.
 「

PL
21

00
1」

当
地
区

写
真
出
典
：
神
戸
三
宮
「
え
き
≈
ま
ち
空
間
」
基
本
計
画
（
平
30
(2
01
8)
.9
神
戸
市
）

歩
行
者
中
心
の
道
路
に
再
整
備

サ
ン
キ
タ
通
り

え
き
≈
ま
ち
空
間
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整
備
計
画
区
域
の
現
況

所
在
地

神
戸
市
中
央
区
雲
井
通
八
丁
目

区
域
面
積

約
1.
4h
a

公
法
制
限

商
業
地
域
（
80
/8
00
）

防
火
地
域

駐
車
場
整
備
地
区

地
区
計
画
（
三
宮
駅
南
地
区
）

特
別
用
途
地
区

「
都
心
機
能
高
度
集
積
地
区
」

施 設
地 上

・
兵
庫
県
警
葺
合
警
察
署

三
宮
セ
ン
タ
ー
交
番

地 下
・
阪
神
電
鉄
神
戸
三
宮
駅

・
ミ
ン
ト
神
戸
地
下
街

・
さ
ん
ち
か

取
得

候
補
地

三
宮
タ
ー
ミ
ナ
ル
ビ
ル
跡
地

（
S5
6(
19
81
)築
、
商
業
・
ホ
テ

ル
）
耐
震
性
不
足
を
理
由
に

H
30
(2
01
8)
.3
閉
館
、

地
上
部
は
R2
(2
02
0)
解
体
済
み

駅
前
広
場

N
三
宮
交
差
点

整
備
計
画
区
域

（
＝
特
区
想
定
区
域
）

「
(仮
称
)Ｊ
Ｒ
三
ノ
宮
駅
駅
前
地
区
」

交
番

（
大
階
段
）

（
さ
ん
ち
か
）

2

２
．
区
域
図

Ｊ
Ｒ
所
有
地

ミ
ン
ト
神
戸

（
Ｈ
18
(2
00
6)
築
、
商
業
、
オ

フ
ィ
ス
、
バ
ス
タ
ー
ミ
ナ
ル
）

測
量

法
に

基
づ

く国
土

地
理

院
長

承
認

（
使

用
）

R 
3J

Hs
 2

52
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三
宮
ク
ロ
ス
ス
ク
エ
ア
東
側

（
「
え
き
」
の
エ
ン
ト
ラ
ン
ス
空
間
）

地
下
鉄
海
岸
線

三
宮
・
花
時
計
前
駅

阪
神
神
戸
三
宮
駅

雲
井
通
五
丁
目
再
開
発

新
た
な
バ
ス
タ
ー
ミ
ナ
ル

（
低
層
部
及
び
地
下
）

神
戸
三
宮
阪
急
ビ
ル

（
R
3
(2
0
2
1
)竣
工
）

JR
三
ノ
宮

タ
ー
ミ
ナ
ル
ビ
ル
跡

３
．
「
三
宮
ロ
ス
ス
ク
エ
ア
」
の
概
要
（
市
計
画
）

3

出
典
：
神
戸
三
宮
「
え
き
≈
ま
ち
空
間
」
基
本
計
画
（
平
30
(2
01
8)
.9
神
戸
市
）

＜
基
本
的
な
考
え
方
＞

・
移
動
し
や
す
い
動
線
の
確
保
に

よ
る
、
駅
か
ら
駅
へ
の
乗
換
動
線

の
改
善

・
歩
行
者
空
間
の
充
実
に
よ
る
、

「
え
き
」
か
ら
「
ま
ち
」
へ
の
回

遊
性
の
向
上

・
バ
ス
や
タ
ク
シ
ー
の
乗
降
場
の

集
約
等
に
よ
る
、
公
共
交
通
の
利

便
性
の
向
上

・
駅
前
広
場
の
再
編
、
拡
充
、
新

設
等
に
よ
る
、
自
動
車
等
の
駅
や

ま
ち
な
か
へ
の
ア
ク
セ
ス
の
向
上

人
と
公
共
交
通
優
先
の
道
路
空
間
「
三
宮
ク
ロ
ス
ス
ク
エ
ア
」

三
宮
駅
の
乗
降
客
数

路
線
名

乗
降
客
数
（
人
/日
）

JR
25
0,
00
0

阪
急
電
鉄

13
0,
00
0

阪
神
電
車

11
0,
00
0

地
下
鉄
西
神
・
山
手
線

12
0,
00
0

地
下
鉄
海
岸
線

20
,0
00

ポ
ー
ト
ラ
イ
ナ
ー

70
,0
00

合
計

70
0,
00
0
3

３
．
上
位
計
画
（
神
戸
三
宮
「
え
き
≈
ま
ち
空
間
」
基
本
計
画
（
神
戸
市
策
定
）
）
①
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•
「
公
共
施
設
」
と
周
辺
の
「
民
間
施
設
の
公
共
的
な
空
間
」

を
あ
わ
せ
て
「
公
共
空
間
」
と
し
、
官
民
の
連
携
に
よ
っ
て

一
体
的
な
空
間
を
整
備

•
創
出
し
た
公
共
空
間
に
お
い
て
、
日
常
的
な
に
ぎ
わ
い
づ
く

り
や
大
規
模
な
イ
ベ
ン
ト
等
を
実
施

4

３
．
上
位
計
画
（
神
戸
三
宮
「
え
き
≈
ま
ち
空
間
」
基
本
計
画
（
神
戸
市
策
定
）
）
②

〇
ク
ロ
ス
ス
ク
エ
ア
の
整
備

（
現
行
10
車
線
）

当
地
区

〇
歩
行
者
デ
ッ
キ
の
整
備

〇
え
き
と
ま
ち
を
つ
な
げ
る
歩
行
者
空
間
を
民
地
内
に

整
備
す
る
こ
と
で
、
駅
周
辺
の
３
層
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

（
地
下
、
地
上
、
デ
ッ
キ
レ
ベ
ル
と
の
接
続
動
線
）

を
強
化

雲
井
通

五
丁
目

再
開
発

新
た
な
バ
ス
タ
ー
ミ
ナ
ル

当
地
区

出
典
：
国
道
2号
等
神
戸
三
宮
駅
前
空
間
の
事
業
計
画
（
令
2(
20
20
).3
神
戸
市
）

官
民
連
携
に
よ
る
一
体
的
な
空
間
の
イ
メ
ー
ジ

（
最
終
完
成
時
点
の
イ
メ
ー
ジ
）

•
鉄
道
駅
や
バ
ス
タ
ー
ミ
ナ
ル
な
ど
を
結
ぶ
歩
行
者

デ
ッ
キ
等
を
整
備
し
、
分
か
り
や
す
い
乗
換
動
線

を
実
現

下
図
方
向
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Ｈ
25

20
13

•
Ｊ
Ｒ
新
駅
ビ
ル
整
備
に
係
る
神
戸
市
と
Ｊ
Ｒ
西
日
本
の
協
議
開
始

Ｈ
27

20
15

•
「
三
宮
周
辺
地
区
の
『
再
整
備
基
本
構
想
』
」
策
定
（
神
戸
市
）

Ｈ
30

20
18

•
「
神
戸
三
宮
「
え
き
≈
ま
ち
空
間
」
基
本
計
画
」
策
定
（
神
戸
市
）

•
耐
震
上
の
課
題
か
ら
旧
Ｊ
Ｒ
三
ノ
宮
駅
ビ
ル
（
地
上
部
の
み
）
解
体
着
工

Ｒ
２

20
20

•
Ｊ
Ｒ
西
日
本
は
業
績
悪
化
を
受
け
て
新
駅
ビ
ル
整
備
の
計
画
見
直
し
を
公
表
（
10
月
）

Ｒ
３

20
21

•
Ｕ
Ｒ
に
対
す
る
三
宮
周
辺
再
整
備
へ
協
力
要
請
（
神
戸
市
、
Ｊ
Ｒ
西
日
本
）
（
9月
）

•
神
戸
市
、
Ｊ
Ｒ
西
日
本
、
Ｕ
Ｒ
の
三
者
で
協
定
締
結
（
10
月
）

5

４
．
主
な
経
緯
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U
Rが
行
う
計
画
調
整
に
よ
り
、
民
間
事

業
と
公
共
事
業
の
一
体
整
備
を
実
現

歩
行
者
デ
ッ
キ
及
び
ク
ロ
ス
ス
ク
エ
ア
歩

行
者
空
間
を
整
備

駅
前
広
場
を
機
能
継
続
し
な
が
ら
再
構
築

デ
ッ
キ
下
の
空
間
を
活
用
し
、
ま
ち
に

開
か
れ
た
店
舗
等
を
配
置

ウ
ォ
ー
カ
ブ
ル
に
資
す
る
公
共
空
間
と

す
る
た
め
、
公
共
施
設
活
用
に
係
る

ル
ー
ル
づ
く
り
・
運
営
組
織
の
組
成
・

立
ち
上
が
り
を
支
援

加
え
て
、
ク
ロ
ス
ス
ク
エ
ア
の
実
現
に

向
け
た
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
の
実
施
と
、

上
記
運
営
組
織
を
核
と
し
て
、
創
出
し

た
公
共
空
間
の
有
効
活
用
も
支
援

新
駅
ビ
ル
と
一
体
と
な
っ
た

公
共
施
設
の
整
備

民
地
と
公
共
施
設
に
跨
る

公
共
空
間
の
形
成

公
共
空
間
の
有
効
活
用
の
支
援

神
戸
市
が
構
想
す
る
「
え
き
≈
ま
ち
空
間
」
の
実
現
に
向
け
、
公
共
動
線
を
含
む
要
と
な
る
事
業
で
あ
る
「
(仮
称
)

Ｊ
Ｒ
三
ノ
宮
駅
駅
前
地
区
都
市
再
生
事
業
」
に
、
市
・
Ｊ
Ｒ
か
ら
の
要
請
に
応
え
て
事
業
に
参
画

公
共
空
間
の
早
期
整
備
に
向
け
て
、
Ｊ
Ｒ
新
駅
ビ
ル
と
公
共
施
設
を
一
体
で
整
備

駅
か
ら
ま
ち
へ
開
か
れ
た
空
間
を
実
現
し
た
い
神
戸
市
の
意
向
を
反
映
し
、
民
地
と
公
共
施
設
に
跨
り
、
か
つ
多
層

階
に
渡
る
ウ
ォ
ー
カ
ブ
ル
空
間
の
形
成
に
よ
る
ク
ロ
ス
ス
ク
エ
ア
の
実
現
に
向
け
計
画
を
誘
導

6

５
．
Ｕ
Ｒ
の
担
う
役
割
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事
業
手
法

土
地
有
効
利
用
事
業
（
街
区
再
編
型
）

事
業
内
容

土
地
を
取
得
・
保
有
し
、
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
と
の
任
意
の
共
同
事
業
を
実
施
す
る
こ
と
で
、

交
通
結
節
機
能
の
強
化
、
国
際
競
争
力
強
化
の
た
め
の
拠
点
を
整
備
す
る
。

具
体
的
に
は
、
以
下
を
実
施

•
共
同
事
業
者
の
一
員
と
な
り
、
公
共
空
間
整
備
関
連
の
計
画
調
整
を
担
い
、
事
業
を

推
進

•
取
得
土
地
は
、
Ｊ
Ｒ
グ
ル
ー
プ
と
の
共
同
事
業
に
よ
り
建
物
床
に
変
換
し
、
新
駅
ビ

ル
と
公
共
施
設
と
が
一
体
と
な
っ
た
ウ
ォ
ー
カ
ブ
ル
空
間
の
立
ち
上
げ
期
間
は
保
有

し
、
そ
の
後
に
譲
渡

•
駅
前
広
場
機
能
を
継
続
し
な
が
ら
、
歩
行
者
デ
ッ
キ
及
び
歩
行
者
空
間
整
備
を
実
施

都
市
計
画

•
特

定
都

市
再

生
緊

急
整

備
地

域
「神

戸
三

宮
駅

周
辺

・臨
海

地
域

」（
H2

8(
20

16
).1

1
指

定
）

•
用
途
地
域
：
商
業
地
域
（
容
積
率
8
0
0
％
、
建
蔽
率
8
0
％
、
防
火
地
域
）

整
備
内
容

•
整
備
計
画
区
域
：
約
1
.4
h
a
（
敷
地
面
積
：
約
0
.9
h
a
）

•
用
途
：
商
業
、
業
務
、
宿
泊
等

7

６
．
土
地
有
効
利
用
事
業
概
要
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8

民
間
都
市
再
生
事
業
の
支
援

国
の

関
与

す
る

計
画

○
特

定
都

市
再

生
緊

急
整

備
地

域
「神

戸
三

宮
駅

周
辺

・臨
海

地
域

」
（

H2
8(

20
16

).
11

指
定

）
適 合

地
方

公
共

団
体

の
意

向

神
戸

市
か

らの
文

書
に

〇
平

成
27

年
9

月
に

策
定

した
「三

宮
周

辺
地

区
の

『再
整

備
基

本
構

想
』」

や
、平

成
30

年
９

月
に

策
定

した
「神

戸
三

宮
「え

き
≈

ま
ち

空
間

」基
本

計
画

」に
基

づ
い

て
、神

戸
の

玄
関

口
で

あ
る

三
宮

周
辺

地
区

に
つ

い
て

、居
心

地
が

よ
く歩

き
や

す
い

ま
ち

とな
る

こと
を

目
指

して
様

々
な

再
整

備
を

進
め

て
お

りま
す

〇
地

区
の

抱
え

る
喫

緊
の

課
題

で
あ

る
乗

換
動

線
・公

共
動

線
の

改
善

や
、駅

とま
ち

の
つ

な
が

りの
強

化
な

どを
図

る
必

要
が

あ
り、

・・
・J

R三
ノ宮

新
駅

ビル
事

業
の

実
施

は
、こ

れ
らの

課
題

解
決

の
た

め
に

必
要

不
可

欠
な

取
り組

み
〇

三
宮

周
辺

地
区

の
ま

ち
づ

くり
の

実
現

に
向

け
、こ

れ
ま

で
コー

デ
ィネ

ー
トを

実
施

頂
い

て
い

る
とこ

ろ
で

す
が

、上
に

掲
げ

る
取

り組
み

を
着

実
か

つ
効

果
的

に
推

進
して

い
くた

め
に

は
、貴

機
構

に
よ

る
JR

三
ノ宮

新
駅

ビル
事

業
へ

の
参

画
と、

三
宮

周
辺

地
区

の
再

整
備

へ
の

よ
り一

層
の

ご
協

力
が

必
要

との
記

載
が

あ
り、

妥
当

と判
断

適 合

地
権

者
等

の
意

向

地
権

者
か

らの
文

書
に

〇
本

事
業

は
、神

戸
市

が
目

指
す

「え
き

≈
ま

ち
空

間
」の

要
とな

る
プ

ロジ
ェク

トと
位

置
付

け
られ

て
お

り、
同

市
が

計
画

す
る

「三
宮

クロ
ス

ス
クエ

ア
」の

歩
行

者
空

間
と一

体
とな

った
整

備
が

求
め

ら
れ

て
お

りま
す

が
、公

共
施

設
と民

有
地

を
合

わ
せ

て
活

用
す

る
官

民
一

体
空

間
の

整
備

は
、弊

社
内

に
先

行
す

る
事

例
も

乏
しく

、弊
社

単
独

で
の

実
現

が
困

難
な

状
況

〇
貴

機
構

に
、本

事
業

に
共

同
事

業
者

とし
て

ご
参

画
い

た
だ

くこ
と、

共
同

事
業

者
とし

て
ご

参
画

い
た

だ
くに

あ
た

り、
弊

社
所

有
地

の
一

部
取

得
お

よ
び

新
駅

ビル
の

床
を

一
時

保
有

い
た

だ
くこ

と
に

つ
い

て
要

請
との

記
載

が
あ

り、
妥

当
と判

断

適 合

8 8

７
．
都
市
再
生
事
業
実
施
基
準
適
合
検
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確
認

結
果

適
合

民
間
都
市
再
生
事
業
の
支
援

政
策

実
現

効
果

神
戸

市
の

玄
関

口
で

あ
る

三
宮

再
整

備
の

中
核

を
な

し、
市

が
目

指
す

「え
き

≈
ま

ち
空

間
」の

実
現

に
寄

与
す

る
先

導
的

事
業

を
実

現
○

国
際

競
争

力
強

化
の

た
め

の
拠

点
整

備
○

交
通

結
節

点
等

の
整

備
○

民
間

建
設

投
資

の
誘

発

適 合

民
間

事
業

者
支

援
の

内
容

業
務

方
法

書
第

２
条

の
５

第
１

項
第

５
号

イ（
事

業
の

長
期

化
の

お
そ

れ
が

あ
る

等
の

事
業

に
内

在
す

る
リス

クが
軽

減
され

る
こと

）
○

歩
行

者
空

間
整

備
や

周
辺

デ
ッキ

整
備

に
あ

た
って

の
工

事
等

調
整

（
他

の
周

辺
整

備
事

業
との

調
整

が
必

要
で

あ
る

こと
等

に
よ

り、
事

業
期

間
が

長
期

化
す

る
お

それ
が

あ
る

）

適 合

機
構

に
代

わ
る

民
間

事
業

者
公

募
の

実
施

地
権

者
か

らの
要

請
文

書
に

、「
取

得
い

た
だ

く弊
社

所
有

地
に

つ
い

て
、貴

機
構

に
代

わ
る

共
同

事
業

者
を

公
募

しな
い

こと
」と

あ
る

こと
か

ら、
公

募
を

実
施

しな
い

。
適 合

事
業

の
採

算
性

事
業

実
施

に
伴

う想
定

キ
ャッ

シ
ュフ

ロー
の

正
味

現
在

価
値

及
び

事
業

収
支

は
適

正
に

確
保

され
て

い
る

適 合

9 9

７
．
都
市
再
生
事
業
実
施
基
準
適
合
検
証
（
2/
2）
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